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〔論　　文〕

日本女性のスキル活用と男女賃金格差
―PIAACを用いた日・韓・英・ノルウェー比較

小　松　恭　子

要　旨
本研究は，日本女性の認知スキルが就業に与える影響の男女差や，認知スキ

ルとそのスキル利用の頻度が賃金に与える影響に関する男女差について，子供
の有無やスキルレベル，スキル利用の頻度の差に着目しながら検証した．
OECD が 2011 ～ 2012 年にかけて実施した国際成人力調査（PIAAC）の個票デー
タを用いた実証分析の結果，次の 3 点が明らかになった．

第一に，日本では，子供のいない女性は，認知スキルと就業率との間に正の
相関がみられるが，子供のいる女性については，認知スキルが高くなるほど就
業率が高くなる傾向はみられない．また，子供のいる高いスキルを有する男女
の就業率の差が大きい．第二に，両立支援制度が整備されてきた若い世代でも，
子供のいる女性について，認知スキルが高くなるほど就業率が高くなる傾向が
みられない．一方で，スキルレベルの高い子供のいない女性の就業率はスキル
レベルの高い子供のいない男性よりも高い．第三に，スキル利用の頻度が賃金
へ与える影響は男女で異なり，認知スキルを多く利用している男女の間の賃金
格差は小さい．

以上の分析結果は，日本女性のスキルを有効に活用するためには，高いスキル
を有する子どものいる女性の労働参加を促進するとともに，職場において女性の
スキルを十分に活用する機会を提供することが重要であることを示唆している．

1．はじめに

少子高齢化やグローバル化の進展のもと，労
働力の確保や多用な人材の活用の重要性が高ま
る中で，女性の能力の有効活用は重要な政策課
題である．2015 年には，女性活躍推進法が成
立し，職業生活の場における女性の活躍の推進
に向けた取組みもみられている．2013 年に公
表された OECD の国際成人力調査（PIAAC：
Programme for the International Assessment 
of Adult Competencies）によると，日本女性

の読解力と数的思考力の平均得点は OECD 加
盟国の中で最も高い．一方で，図 1 をみると，
日本は，OECD 加盟国の中で，労働参加率や
賃金の男女差が大きい国であることが分かる 1．
これは，日本女性は高い認知スキル（読解力と
数的思考力）を有しているにも関わらず，そう
したスキルが日本の労働市場において十分に活
用されていないことを示している．

本稿は，認知スキル（読解力と数的思考力）
に着目して，就業率や賃金にみられる日本の労
働市場における男女格差の実態とその課題につ



42 日本女性のスキル活用と男女賃金格差―PIAACを用いた日・韓・英・ノルウェー比較（小松恭子）

いて，国際比較を通じて明らかにすることを目
的とする．

日本における既存の研究では，賃金決定や賃
金格差を説明する変数として，教育年数（学歴）
や勤続年数を人的資本の代理変数として使用し
ている研究が多い．しかし，欧米においては，
直接測定されたスキル（技能）を使用した研究
が行われており，学歴や教育年数は必ずしも実
際のスキル（技能）を反映しているわけではな
い こ と が 指 摘 さ れ て い る（Hanushek and 

Woessmann 2015）．本稿と同じく PIAAC を使
用し，Hanushek et al.（2015）は，認知スキル
の中でも数的思考力の賃金へ与える影響が大き
いことを示している．また，De la Rica and 
Rebollo-Sanz（2019）も，数的思考力の男女差
が就業率や賃金の男女差に大きな影響を与えて
いることを明らかにしている．

さらに，欧米では，仕事のタスク 2 に着目した
研 究 も 進 展 し て い る（Autor et al. 2003, 
Acemoglu and Autor 2011など）．Köppl‒Turyna 

図1-2 フルタイム就業者（全年齢）の所得中央値の男女差（2015）

図1-1 労働参加率（16～64歳）の男女差（2015）
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and Christl（2018）は，PIAACを用いて，スキ
ルだけでなく，スキルが職場でどの程度利用され
ているかといったタスクも，賃金に影響を与える
重要な要因であることを指摘している．

日本では，データの制約もあり，こうしたス
キルやタスクといった指標を使用した研究は少
ないが，職場におけるスキル利用の男女差に着
目した研究（川口 2017）や，タスクに着目し
て男女賃金格差について検証している研究（伊
藤2017）もみられている．これらの先行研究は，
日本女性が職場で読解力や数的思考力を使用し
ていないことや，男性と比べて女性が分析スキ
ルを要求されるタスクに就いていないことが男
女賃金格差の要因になっていることを示してい
る．しかし，これらの研究では，認知スキルと
就業との関係の男女差については検討されてい
ない．仮に，日本において，認知スキルの高い
女性が就業できていないのであれば，国全体と
して，スキルを有効に活用できていないことに
なる．

また，これらの先行研究では，子供の有無や
スキルレベルの差など女性内の差についても十
分に検討されていない．女性の中でも，どのよう
な女性のスキルがより効果的に活用されていな
いのかについて，就業していない女性も含めて
明らかにすることは，今後の女性の活躍推進に
関する政策を検討する上で有益な情報を提供で
きると考えられるため，本研究の意義は大きい．

そこで，本研究は，認知スキルが就業に与え
る影響や認知スキルと職場における認知スキル
の活用が賃金に与える影響の男女差について，
子供の有無やスキルレベルなど女性内の差を考
慮しながら，検証する．

また，本研究は，川口（2017）において比較
分析がなされていた英国に加え，日本と同様に，
就業率や賃金の男女格差が大きい韓国，欧米諸
国の中でも男女平等の度合いが高い北欧諸国の
うちノルウェー 3 について同様の分析を行う．
本研究の主な関心は日本にあるが，他国の女性
と比較することで，日本女性のスキル活用の実
態とその課題について，より深い理解が可能に

なると考えたためである．
本研究の学術的貢献は次の 2 点である．一つ

目は，日本の従来の研究において人的資本の代
理変数として使用されてきた教育年数や勤続年
数ではなく，読解力や数的思考力といった認知
スキルや職場におけるそれら認知スキルの利用
の頻度といった直接測定された指標に着目し，
国際比較をしている点である．同じ教育年数で
も，男女でスキルレベルや有するスキルの種類
が異なる可能性もあるが，読解力と数的思考力
といった認知スキルを見ることで，教育年数だ
けでは捉えることができないスキルの差を考慮
することが可能となる．また，諸外国と同じ指
標を用いることで，諸外国との比較が直接可能
となる．

二つ目は，子供の有無，スキルレベルやスキ
ル利用の頻度の差といった女性内の差を考慮し
た分析を行うことで，現代の日本において，同
じ女性の中でも，どの層のスキル活用に課題が
あるのかを明らかにしている点である．

本稿は以下のように構成される．まず，第 2
節で先行研究を概観し，本研究の分析課題を設
定する．次に，第 3 節で使用データと分析モデ
ルを述べる．続いて，第 4 節で分析結果を示し
た上で，第 5 節で本稿から得られた知見につい
て考察する．

2．先行研究と分析課題

本節では，女性の就業に関する研究と，スキル
やタスクに着目した男女賃金格差に関する研究を
概観した上で，本研究の分析課題を設定する．

（1）女性の就業に関する研究
女性の就業選択には，個人・世帯要因と，社

会構造要因が関係していると考えられる．まず，
個人・世帯要因についてみていく．人的資本理
論によると，スキルが高い女性は，労働市場で
働けば得られる報酬の市場賃金率が高いため
に，就業率が高くなると考えられる．実際に，
欧米先進諸国では，高学歴の女性ほど就業率が
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高い傾向にあり，高学歴化が進展したことで，
就業率や賃金の男女格差は縮小している．一方
で，日本においては，学歴と就業率との間にはっ
きりとした正の相関がみられないことが指摘さ
れてきた（Brinton1993, Brinton and Lee 2001
など）．これについて，日本では，夫の収入が
高いほど妻は就業しないとされる「ダグラス・
有沢の法則」に示されるように，高学歴女性は
高学歴・高収入男性と結婚する傾向があり，留
保賃金が高いため就業しないと考えられてい
る．しかし，高学歴女性が高学歴男性と結婚す
る傾向は欧米先進諸国でもみられる傾向であ
り，それにも関わらず，日本において女性の人
的資本の上昇が就業に結びつかない要因とし
て，日本の労働市場や社会制度など社会構造が
大きく関係していると考えられる．

Brinton（1993）は，大企業を中心とした長
期雇用が重視される内部労働市場，女性よりも
男性への投資が優先される家族制度等にみられ
る日本独自の人的資本形成システムが高学歴女
性の就業を抑制していると議論している．日本
企業では，正社員は，職務や勤務場所，残業を
無限定で受け入れることが前提となっており，
欧米諸国と比較すると労働時間も長い傾向にあ
る．小松（2019）は，事務職の中でも，男性比
率が高く，高度なスキルが必要な企画や営業と
いった職務に就いている女性が出産・育児期に
初職継続しやすいわけではないことを示し，家
庭の負担が少ない男性を基準とした働き方が，
高スキル女性の仕事と家庭の両立を困難にして
いることを示唆している．また，日本では，高
学歴女性は結婚や出産を機に一度離職すると再
就職しにくい傾向がある（武石 2001，平尾
2005，樋口 2007，坂本 2009）．武石（2001）は，
その理由として，高学歴女性ほど，仕事に対し，

「やりがい」や「知識や技能を活かせる」など
の内的報酬を求める傾向があるが，再就職時に
高学歴女性の希望する職の求人が限られている
ことを指摘している．さらに，市川（2016）は，
大卒女性が勤務時間の柔軟性と引き換えに，自
身の学歴よりも低いレベルの仕事に従事してい

る可能性があることを示唆している．
これらの研究は，スキルの高い女性が，家事・

育児の負担が大きい時期に市場賃金率の高い仕
事を継続することが難しく，再就職時にはそう
した高い人的資本に見合った職業に就ける機会
が少ないため，日本において，特に子供のいる
高スキル女性の就業が抑制されることを示唆し
ている．

以上の研究は，女性の人的資本（スキルレベ
ル）の上昇は，就業率の男女差を縮小させる要
因となるが，日本における雇用・社会制度など
社会構造要因が，特に子供のいる高スキル女性
の就業を抑制している可能性を示唆している．

（2）スキルやタスクに着目した男女賃金格差
に関する研究
賃金決定や賃金格差に関する実証研究では，

近年，欧米を中心に，スキルやタスクといった
指標を用いた研究がみられている．前述のとお
り，Hanushek et al.（2015）は，PIAAC によっ
て測定された認知スキルのうち，特に数的思考
力の賃金に与える影響が大きいことを示してい
る．また，De la Rica and Rebollo-Sanz（2019）
は，数的思考力の男女差は，就業率や賃金の男
女差を説明する重要な要因であることを明らか
にしている．

タスクに着目した先行研究についても，
Autor et al.（2003）以降，多くの研究が行われ
ている．例えば，タスクモデルを男女賃金格差
に応用した研究として，Yamaguchi（2018）は，
技術革新の進展により男性比率が高い運動タス
クに対するリターンが減少したことや，認知タ
スクを行う女性が増加したことにより，アメリ
カにおける男女賃金格差が縮小したことを示し
ている．また，Christl and Köppl‒Turyna（2020）
は，PIAAC を用いて，スキルとタスク（スキル
利用）はともに男女賃金格差を説明する重要な
要因であることを示すとともに，タスクのリター
ンが男女で異なることも明らかにしている．

こうした海外の先行研究と比較すると，日本
では，スキルやタスクに着目した研究は少ない．
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そうした数少ない先行研究の中で，川口（2017）
は，PIAAC を使用し，日本の読解力と数的思
考力のスキル得点は男女ともに高い一方で，欧
米諸国と比較し，それらスキルの利用得点が低
く，特に女性（子供がいる女性）の利用得点が
低いことを明らかにしている．また，アメリカ
の O*net を使用し，タスクに着目した分析を
行った伊藤（2017）は，男女ともに分析能力を
要求されるタスクを行うほど，賃金に有意にプ
ラスの影響を及ぼすことや，日本では，女性が
男性と比べて分析力が要求されるタスクを行っ
ていないことが男女賃金格差を拡大させている
ことを示唆している．

以上の研究は，日本において，女性が職場で
読解力，数的思考力を使用していないことや，
女性が男性と比べて分析力を要するタスクを
行っていないことが男女賃金格差の要因となっ
ていることを示唆している．

（3）本研究の分析課題
以上の先行研究を踏まえて，本研究では，韓国・

英国・ノルウェーとの比較を通じて，日本にお
ける認知スキルが就業に与える影響の男女差や，
認知スキルやその利用が賃金に与える影響の男
女差について，子供の有無やスキルレベルの差
など女性内の差に着目しながら検証する．ここ
で，本研究で比較分析する 3 か国の特徴を示し
ておく．韓国は，図 1-1，1-2 に示されていると
おり，日本と同様に，労働市場における男女格
差が大きく，男女平等度が低い，英国は，男女
平等度は日本・韓国よりも高いものの，ノル
ウェーほど両立支援制度は充実していない，ノ
ルウェーは，男女平等度が高く，両立支援制度
も充実している，といった特徴がみられる 4．

本研究の分析課題は以下の 2 つである．
第一に，認知スキルはどの程度就業へ影響を

与えているのか，子供の有無や年齢により認知
スキルが就業へ与える影響に男女差があるのか
について検証する．

まず，全年齢（25 ～ 54 歳）を対象とし，認
知スキルが就業に与える影響の男女差が子供の

有無により異なるのかを検証する．人的資本（認
知スキル得点）の上昇は，労働市場で働けば得
られる報酬の市場賃金率が高くなるために，男
女ともに就業率が高くなると考えられる．一方
で，先行研究の結果を踏まえると，雇用・社会
制度など社会構造要因により，日本においては，
特に子供のいる認知スキル得点の高い女性の就
業が抑制され，その結果，男女の就業率の差が
拡大している可能性がある．

次に，25 ～ 34 歳（1978 年～ 1988 年生まれ）
の女性に着目し，認知スキルが就業に与える影
響の男女差が子供の有無によりどの程度異なる
のかを検証する．この世代は，女性の大学進学
率の高まり，共働き家庭の増加，男女雇用機会
均等法の改正，両立支援制度の拡充にみられる
ように，日本においても女性の就業環境が整備
されてきた世代である．こうした若い世代は，
高い市場賃金を有する仕事に就いている女性の
就業継続が可能になっていると考えられるた
め，子供がいる女性についても，欧米諸国のよ
うに，認知スキル得点の高い女性の就業率が高
い傾向にあり，男女の就業率の差は縮小してい
る可能性がある．

第二に，認知スキル及び認知スキルの利用が
どの程度賃金へ影響を与えているのか，その影
響に男女差があるのかについて検討する．先行
研究を踏まえると，認知スキル及び認知スキル
の利用はともに賃金に正の影響を与えると考え
られるが，スキル利用が賃金へ与える影響は男
女で異なる可能性がある．また，スキル利用が
賃金へ与える影響は，雇用慣行が異なる日本と
諸外国とで異なる可能性もある．具体的には，
職務の定めのない雇用契約を結ぶメンバーシッ
プ型雇用慣行をもつ日本では，職務が明確に特
定されているジョブ型雇用慣行をもつ欧米諸国
と比べて，認知スキルの利用が賃金に与える影
響が小さい可能性がある 5．また，日本女性に
ついては，その多くが非正規雇用であり，正規
雇用に適用されるメンバ―シップ型雇用慣行は
適用されないため，認知スキルの賃金への影響
が男女で異なる可能性もある．
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3. 使用データと分析モデル

（1）使用データ
本研究で使用するデータは，OECD が 2013

年に公表した国際成人力調査（PIAAC）である．
PIAAC は，日本を含めた OECD 加盟国等 24
か国・地域において，16 ～ 65 歳の男女を対象
に 2011 ～ 2012 年にかけて実施された成人のス
キルに関する調査である．各国 4500 ～ 2 万
7000 の回答を得ており 6，国際比較が可能と
なっている．PIAAC は，「読解力」，「数的思
考力」及び「IT を活用した問題解決能力」といっ

た 3 つのスキルを直接測定しているほか，職場
におけるこれらスキルの利用頻度を直接測定し
ている貴重なデータである．認知スキル（読解
力と数的思考力）やスキル利用の質問や内容は，
表 1 のとおりである．

調査対象者は，読解力，数的思考力，IT を
活用した問題解決能力のうち 1 ～ 2 分野につい
て，各 20 問程度の問題を回答することとなっ
ているが，読解力と数的思考力と比べて，IT
を活用した問題解決能力の回答者が少ない．こ
のため，本研究では，川口（2017）と同様，読
解力と数的思考力に着目して分析を進めてい

表1　認知スキル（読解力と数的思考力）とスキル利用について



47生活社会科学研究　第27号

く．なお，読解力と数的思考力の得点及びスキ
ル利用得点については，各問題への回答状況に
より項目反応理論を用いて，OECD が点数を
推計している．認知スキル得点は，1 点～ 500
点の間のスケールで示されており，スキル利用
得点は，平均値 2，標準偏差 1 となるように標
準化された値が示されている．本研究では，こ
うした認知スキル得点やスキル利用得点を使用
し，それらが就業や賃金に与える影響の男女差
について国際比較分析を行う．

欠損のないケースのみを対象とした結果，本研
究で使用するサンプルサイズは，日本 3146，韓
国 4331，英国 5158，ノルウェー3046となった 7．

（2）分析モデル
本研究のモデルは，人的資本モデルを念頭に

置く．ただし，人的資本を示す変数として，
Hanushek et al.（2015），De la Rica et al.（2019）
を参照し，PIAAC で測定された，より直接的
な尺度である認知スキル（本稿では読解力と数
的思考力）を使用する．

具体的には，①認知スキルが就業に与える影
響に関する分析では，就業するか否かを被説明
変数としたプロビット分析を行う．

1 00 0
主要な説明変数は，女性ダミー，認知スキル

得点，子供有ダミーである．なお，スキルレベ
ルや子供の有無が就業に与える影響に男女差が
あるのかを検証するため，女性ダミー，スキル
レベル及び子供有ダミーの交差項を用いた．認
知スキル得点については，読解力及び数的思考
力の点数 8 を国ごとに平均値 0，標準偏差 1 と
なるように標準化した値を用いた．また，先行
研究を踏まえ，コントロール変数として，教育
年数，年齢，年齢 2 乗，配偶者フルタイム就業
ダミー 9 を使用した．

本研究は，25 ～ 54 歳の男女を分析対象とし

ているが，25 ～ 34 歳（1978 年～ 1988 年生まれ）
の分析も行う．日本においても，両立支援制度
の拡充等にみられるように女性の就業環境が整
備されてきた若い世代で，欧米と同様の傾向が
みられるのか，すなわち，子供の有無にかかわ
らず，認知スキルが高ければ就業率が高いのか
について確認するためである．

次に，②認知スキル及びスキル利用の頻度が
賃金へ与える影響に関する分析では，就業者の
みを対象としていることから，サンプルセレク
ションバイアスを除去するため，ヘックマンの
2 段階推定を用いる．まず，1 段階目で，就業
確率をプロビット分析で推計する（第 1 式）．
次に，1 段階目で計算されるミルズ比率の逆数
λ（Inverse Mill’s Ratio）を用いて，賃金関数
を推定する（第 2 式）． 11 00 0  

2  

第 1 式（就業関数）の説明変数には，①就業
に関する分析で使用した子供有ダミー，子供有ダ
ミーと女性ダミーの交差項，教育年数，年齢，年
齢 2 乗，配偶者フルタイム就業ダミーを使用した．

第 2 段階目（賃金関数）では，被説明変数は，
ボーナスも含めた時間あたり賃金（米ドル換算
額）の自然対数値を使用した．先行研究と同様，
それぞれの国の上下 1％を外れ値として分析か
ら除外した．主要な説明変数として，Köppl‒
Turyna and Christl（2018），Christl and 
Köppl‒Turyn（2020）を参照し，認知スキル（読
解力得点，数的思考力）得点及び認知スキル（読
解力，数的思考力）利用得点を使用した．また，
認知スキルやスキル利用の頻度が賃金に与える
影響に男女差があるのかについて検討するた
め，認知スキル得点と女性ダミーの交差項，ス
キル利用得点と女性ダミーの交差項を入れた．
さらに，コントロール変数として，教育年数，
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就業年数，就業年数 2 乗，勤続年数，勤続年数
2 乗を使用した．なお，スキル利用得点につい
ては，表 1 に記載した推定方法により計算され
たスキル利用得点（2 つ以上の質問への回答を
もとに，項目反応理論（IRT）を用いて推計し，
平均値 2，標準偏差 1 となるように標準化され
た値）を使用した．

4. 分析結果

（1）データからみた日本女性の認知スキル得
点とスキル利用の特徴
表 2 は記述統計である．就業率の男女差につ

いて，日本は 25%，韓国は 27% と，英国の
9%，ノルウェーの 8% と比較して大きい．また，
非就業者も含めた日本のスキル得点の平均は，
読解力は女性 305 点，男性 307 点，数的思考力
は女性 291 点，男性 304 点と，他国と比べて高
い．また，いずれの国も読解力得点の平均の男
女差（日本 2.5 点差，韓国 5.8 点差，英国 3.7 点
差，ノルウェー 4.2 点差）に比べ，数的思考力
得点の平均の男女差（日本 12.9 点差，韓国 9.4
点差，英国 13.1 点差，ノルウェー 14.7 点差）
は大きい傾向にある．

次に，就業している男女についてみてみると，
時給平均の男女差（%）は，日本は 34.3% と，

0.82 0.71 0.95 0.75 0.62 0.89 0.77 0.74 0.83 0.85 0.81 0.89
0.54 0.53 0.59 0.48

305.64 304.51 306.96 275.44 272.72 278.49 281.04 279.55 283.21 288.23 286.06 290.27
(36.15) (35.48) (36.90) (38.97) (38.42) (39.35) (44.71) (44.08) (45.54) (46.66) (46.22) (47.00)
0.21 0.18 0.25 0.09 0.02 0.16 0.20 0.17 0.24 0.14 0.09 0.18
(0.92) (0.90) (0.94) (0.93) (0.92) (0.94) (0.94) (0.93) (0.96) (1.01) (1.00) (1.02)
296.57 290.65 303.51 266.27 261.83 271.23 269.28 263.93 277.06 288.82 281.25 295.93
(41.58) (39.48) (42.90) (42.96) (41.89) (43.59) (50.69) (49.35) (51.59) (58.85) (54.07) (54.64)
0.16 0.02 0.32 0.10 0.00 0.21 0.17 0.07 0.32 0.12 -0.02 0.25
(0.96) (0.91) (0.99) (0.94) (0.91) (0.95) (0.95) (0.92) (0.97) (1.02) (1.01) (1.02)
0.64 0.70 0.57 0.73 0.79 0.66 0.68 0.73 0.61 0.76 0.80 0.72
13.69
(2.23)

13.53
(1.95)

13.88
(2.50)

13.65
(2.86)

13.43
(2.90)

13.88
(2.79)

13.32
(2.33)

13.37
(2.34)

13.25
(2.32)

14.80
(2.41)

14.89
(2.39)

14.70
(2.42)

39.83
(8.17)

39.98
(8.68)

39.67
(8.30)

40.24
(8.47)

40.42
(8.28)

40.04
(8.68)

39.23
(8.26)

39.00
(8.20)

39.57
(8.35)

40.01
(8.40)

39.89
(8.36)

40.12
(8.44)

1653.55 1663.11 1642.33 1690.89 1702.11 1678.36 1607.43 1588.23 1635.31 1671.07 1661.05 1680.47
(654.02) (647.59) (661.54) (678.97) (664.82) (694.37) (654.23) (647.96) (662.38) (669.22) (665.83) (672.46)

0.45 0.67 0.18 0.42 0.59 0.24 0.39 0.44 0.32 0.54 0.64 0.45
3146 1699 1447 4331 2285 2046 5158 3054 2104 3046 1475 1571

16.65 13.08 19.90 19.11 16.63 20.94 19.69 18.12 21.91 26.06 23.83 28.19
(9.97) (8.02) (10.44) (14.93) (15.08) (14.56) (11.37) (9.67) (13.09) (9.13) (7.62) (9.92)
0.48 0.42 0.59 0.49

308.20 305.94 310.26 280.78 278.27 282.64 288.52 286.98 290.70 292.42 291.27 293.51
(34.45) (33.74) (34.97) (37.27) (37.48) (37.03) (42.04) (41.08) (43.29) (43.18) (41.27) (44.91)
0.28 0.22 0.33 0.22 0.16 0.26 0.36 0.32 0.40 0.23 0.21 0.25
(0.88) (0.86) (0.89) (0.89) (0.90) (0.89) (0.88) (0.86) (0.91) (0.94) (0.90) (0.97)
2.22 2.02 2.39 2.28 2.13 2.39 2.27 2.22 2.35 2.38 2.30 2.46
(0.93) (0.87) (0.94) (1.05) (1.03) (1.04) (0.90) (0.84) (0.97) (0.66) (0.62) (0.69)
302.07 294.94 308.30 276.22 271.59 279.59 282.81 276.60 291.73 300.57 294.08 306.22
(39.96) (37.07) (41.33) (40.32) (39.56) (40.55) (45.72) (44.37) (46.17) (46.29) (43.06) (48.25)
0.29 0.12 0.43 0.32 0.22 0.39 0.43 0.31 0.59 0.34 0.22 0.45
(0.92) (0.86) (0.95) (0.88) (0.86) (0.88) (0.86) (0.84) (0.86) (0.86) (0.80) (0.90)
1.93 1.65 2.17 2.12 1.93 2.27 2.13 2.01 2.30 1.92 1.70 2.12

(0.91) (0.79) (0.93) (1.00) (0.87) (1.06) (1.02) (0.95) (1.09) (0.91) (0.83) (0.93)
13.85 13.64 14.03 14.18 14.05 14.27 13.61 13.70 13.49 15.06 15.22 14.91
(2.25) (1.94) (2.49) (2.68) (2.68) (2.68) (2.34) (2.33) (2.33) (2.25) (2.13) (2.35)
16.73 15.09 18.20 12.45 10.46 13.90 18.64 18.06 19.46 18.14 17.45 18.79
(8.34) (7.78) (8.55) (8.21) (6.82) (8.82) (8.80) (8.57) (9.06) (8.88) (8.52) (9.16)

349.26 288.36 404.45 222.26 155.95 271.08 424.96 399.55 460.84 407.64 376.90 437.02
(306.84) (277.32) (321.64) (257.80) (190.48) (288.27) (357.22) (337.72) (380.32) (346.69) (320.01) (368.13)
11.84 8.90 13.88 6.54 5.26 7.48 9.25 9.25 9.26 8.73 8.44 9.00
(8.99) (7.66) (9.44) (6.94) (6.05) (7.39) (7.71) (7.59) (7.89) (7.86) (7.54) (8.16)

213.30 137.94 281.60 90.92 64.22 110.58 145.12 143.23 147.80 137.98 128.10 147.41
(290.21) (240.19) (313.88) (178.86) (153.40) (193.22) (235.78) (228.19) (246.15) (234.82) (219.17) (248.58)

2156 1025 1131 2238 949 1289 3271 1915 1356 2421 1183 1238

表2　分析に用いる変数の記述統計量



49生活社会科学研究　第27号

韓国 20.6%，英国 17.3%，ノルウェー 15.5% と
比較して大きい．日本の読解力及び数的思考力
の得点の男女差については，それぞれ 4.3 点，
13.4 点と，他国の得点の男女差と比較して大幅
に大きいという傾向はみられない．一方で，ス
キルの利用については，日本女性のスキル利用
得点は他国の女性と比べて低く，スキル利用の
男女差は他国と比べて大きい（読解力利用は，
日本 0.4 点差，韓国 0.3 点差，英国 0.1 点差，ノ
ルウェー 0.2 点差，数的思考力は，日本 0.5 点差，
韓国 0.3 点差，英国 0.3 点差，ノルウェー 0.4 点

差）．読解力と数的思考力の利用得点の標準偏
差が 1 であることを考えると，日本と他国の差
は大きいと言える．以上の結果から，日本の女
性は平均的に，他国の女性より読解力や数的思
考力が高いにも関わらず，職場においてそうし
たスキルを利用しておらず，スキル利用の男女
差が大きいことをデータは示している．

（2）認知スキルが就業確率に与える影響に関
する分析
表 3 は認知スキルが就業確率へ与える影響に

25-54 25-34 25-54 25-34 25-54 25-34 25-54 25-34

-0.309*** -0.200 -0.147 -0.066 0.028 0.105 -0.276** -0.347**
(0.103) (0.163) (0.090) (0.118) (0.076) (0.113) (0.115) (0.150)
0.039 -0.199 0.054 -0.131 0.217*** 0.284*** 0.053 -0.021
(0.090) (0.139) (0.062) (0.082) (0.056) (0.088) (0.065) (0.083)
0.114 0.398** 0.052 0.083 0.099 0.024 0.060 0.133
(0.119) (0.182) (0.093) (0.120) (0.082) (0.130) (0.114) (0.147)
0.769*** 0.762** 0.579*** 0.775*** 0.15** 0.098 0.381*** 0.450***
(0.141) (0.326) (0.092) (0.222) (0.070) (0.127) (0.099) (0.157)
-1.235*** -1.734*** -1.138*** -1.794*** -0.593*** -0.92*** -0.312** -0.670***
(0.160) (0.350) (0.110) (0.254) (0.092) (0.159) (0.137) (0.214)
0.143 0.427* 0.017 -0.293 0.069 0.105 0.154* -0.038
(0.140) (0.257) (0.087) (0.241) (0.071) (0.136) (0.085) (0.134)
-0.352** -0.652** -0.28** 0.25 -0.196** -0.185 -0.079 0.073
(0.166) (0.298) (0.117) (0.275) (0.099) (0.177) (0.134) (0.200)
0.025 0.006 0.023** 0.086*** 0.052*** 0.034** 0.102*** 0.098***
(0.015) (0.026) (0.010) (0.021) (0.010) (0.017) (0.014) (0.024)
0.043 0.308 0.228*** 0.023 0.038 0.161 0.132*** 0.150
(0.037) (0.427) (0.030) (0.326) (0.025) (0.304) (0.035) (0.400)
0.000 -0.004 -0.003*** 0.001 0.000 -0.002 -0.002*** -0.002
(0.000) (0.007) (0.000) (0.006) (0.000) (0.005) (0.000) (0.007)
-0.366*** -0.459*** -0.200*** -0.256** 0.487*** 0.551*** 0.385*** 0.493***
(0.073) (0.130) (0.052) (0.116) (0.044) (0.081) (0.063) (0.110)
-0.127 -4.008 -3.977*** -1.550 -0.777 -2.406 -3.354*** -3.476
(0.746) (6.288) (0.583) (4.771) (0.493) (4.466) (0.678) (5.827)
-1227.332 -357.350 -2096.044 -651.555 -2497.440 -810.572 -1113.055 -409.259

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

-0.269*** -0.071 -0.117 -0.016 0.078 0.171 -0.242** -0.298**
(0.099) (0.144) (0.089) (0.117) (0.076) (0.114) (0.112) (0.141)
0.154** -0.007 0.090 -0.094 0.256*** 0.348*** 0.12* 0.038
(0.073) (0.107) (0.060) (0.077) (0.054) (0.087) (0.065) (0.082)
0.126 0.317** 0.002 -0.022 0.082 0.059 0.079 0.106
(0.103) (0.150) (0.091) (0.117) (0.082) (0.133) (0.110) (0.134)
0.752*** 0.885*** 0.568*** 0.789*** 0.129* 0.054 0.381*** 0.451***
(0.141) (0.316) (0.092) (0.226) (0.070) (0.128) (0.099) (0.159)
-1.264*** -1.910*** -1.156*** -1.874*** -0.580*** -0.892*** -0.306** -0.665***
(0.159) (0.340) (0.109) (0.258) (0.092) (0.160) (0.135) (0.210)
0.135 0.365** 0.026 -0.308 0.066 0.148 0.144* 0.045
(0.127) (0.185)**  (0.086) (0.232) (0.072) (0.145) (0.082) (0.127)
-0.419*** -0.644*** -0.193* 0.427 -0.121 -0.267 -0.122 -0.003
(0.154) (0.233) (0.115) (0.266) (0.100) (0.188) (0.129) (0.186)
0.007 -0.012 0.016 0.082*** 0.043*** 0.023 0.092*** 0.086***
(0.016) (0.027) (0.010) (0.021) (0.010) (0.017) (0.014) (0.023)
0.042 0.230 0.226*** 0.025 0.034 0.169 0.134*** 0.192
(0.037) (0.429) (0.030) (0.329) (0.026) (0.307) (0.036) (0.402)
0.000 -0.003 -0.003*** 0.001 0.000 -0.002 -0.002*** -0.003
(0.000) (0.007) (0.000) (0.006) (0.000) (0.005) (0.000) (0.007)
-0.374*** -0.464*** -0.209*** -0.255** 0.463*** 0.543*** 0.381*** 0.484***
(0.074) (0.131) (0.052) (0.116) (0.044) (0.082) (0.064) (0.111)
0.101 -2.707 -3.870*** -1.558 -0.578 -2.369 -3.221*** -3.922
(0.749) (6.325) (0.582) (4.815) (0.496) (4.518) (0.680) (5.852)
-1219.328 -356.354 -2101.718 -651.903 -2471.537 -796.886 -1103.730 -407.920

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
3146 916 4331 1258 5158 1731 3046 919

表3　認知スキルが就業確率に与える影響（プロビット分析）結果
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ついての推計結果を示している．結果の解釈は，
係数が正に大きいほど，就業確率が高いことを
意味する．

まず，女性全体（25 ～ 54 歳）の傾向をみて
いく．表 3 の 25 ～ 54 歳の欄をみると，日本に
ついて，女性ダミーは，読解力，数的思考力と
もに有意にマイナスである．読解力，数的思考
力得点が相対的に低い子供のいない女性は，同
程度の読解力，数的思考力の子供のいない男性
と比較して有意に就業確率が低いことが分か
る．また，女性×子供有ダミーは，どの国も有
意にマイナスであり，国により程度の差はあれ，
家族形成における男女の性別役割分業があるこ
とが示唆される．注目していた女性ダミー×読
解力×子供の有ダミー，女性ダミー×数的思考
力×子供の有ダミーについては，日本は，とも

に負に有意となっている．この結果から，日本
では，認知スキルが高い女性ほど，子供の有無
による就業確率の差が大きいことが分かる．

図 2 は，表 3 の推計モデルから，25 ～ 54 歳
の男女について，性別・子供の有無別にみた読
解力標準化得点による就業率の予測確率を推計
したものである 10．

日本では，子供のいない女性については，ノ
ルウェーと英国と同様に，認知スキル得点と就
業確率の間に正の相関がみられる一方で，子ど
ものいる女性は読解力のスキルレベルが高いほ
ど就業確率が高いという傾向はみられないこと
が分かる．なお，就業率の男女差が大きい日本
と韓国で傾向は似ているものの，高スキル女性
の間の子供の有無による差は，日本の方が韓国
より小さい．また，スキルレベルと就業確率に

図2　性別・子供の有無別にみた読解力の習熟度と就業確率との関係（25～54歳）
注）各点につけられている縦線は予測値の 95％信頼区間を示す．
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図3　性別・子供の有無別にみた読解力得点と就業率との関係（25～34歳）
注）縦線は予測値の95％信頼区間を示す．

正の相関がみられる英国とノルウェーでも，子
供の有無によりその傾向が異なる．ノルウェー
では，子供の有無の差がほとんどなく，高スキ
ル女性についてはむしろ子供のいる女性の方が
子供のいない女性よりも就業確率が高いのに対
し，英国では，子供がいる女性の就業確率は，
子供のいない女性よりも全体的に低くなってい
る．英国とノルウェーでは，子供の有無に関わ
らず，高スキル女性の就業確率が高い一方で，
両立支援制度の違いが，子供のいる女性の就業
に影響を与えていることが示唆される．

次に，日本の若い世代（25 ～ 34 歳）の女性
に注目してみていく．表 3 の 25 ～ 34 歳の欄を
みると，女性ダミー×数的思考力，女性ダミー
×読解力の交差項が正に有意となっているのに
対し，女性ダミー×数的思考力×子供有ダミー，
女性ダミー×読解力×子供有ダミーは負に有意
となっている．図 3 からも，子供のいないスキ
ルの高い女性は，子供のいないスキルの高い男
性よりも就業確率が高い一方で，子供のいる女
性については，スキル得点が高い女性の就業確
率が高いという傾向はみられない．高スキル女
性の間の子供の有無による就業確率の差が大き
いことが分かる．以上の結果から，日本でも，
就業環境が整備されてきた若い世代では，スキ
ルの高い子供のいる女性の就業確率が高くなる
可能性があると予想していたが，調査が実施さ

れた 2011 ～ 2012 年時点ではそのような傾向は
みられないことが分かった 11．

（3）認知スキル及びスキル利用の頻度が賃金
に与える影響に関する分析
次に，認知スキルとスキル利用の頻度が賃金

に与える影響の男女差についてみていく．表 4
の結果の解釈は，係数が正に大きいほど，リファ
レンスグループと比較して時間当たり賃金（対
数値）が高いことを意味する．読解力の結果

（model1）をみると，どの国も認知スキルだけ
でなくスキル利用の頻度も賃金へ与える影響が
有意に正である．また，他国ではみられない日
本の特徴は，女性ダミーと読解力の交差項が
5% 水準で有意に正であり，読解力利用の頻度
が賃金に与える影響に男女差が見られているこ
とである．数的思考力についての結果も確認し
てみると，女性ダミーと数的思考力の交差項も
10% 水準で有意に正である．また，表には載
せていないが，日本では，筆記力や複雑な問題
解決能力についても，それらスキルの使用頻度
と女性ダミーの交差項が有意に正となってい
た．これらの結果から，日本では，職場でのス
キル利用の頻度が高い男女の賃金格差は小さい
ことが分かる．

なぜ，日本では，スキルの利用の頻度が賃金
に与える影響に男女差があるのだろうか．これ
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model1 model2 model1 model1 model1 model1 model2 model1 model1 model1
-0.288*** -0.193*** -0.088 -0.13*** -0.071* -0.252*** -0.172*** -0.038 -0.026 -0.110***
(0.052) (0.051) (0.071) (0.037) (0.041) (0.050) (0.049) (0.074) (0.036) (0.028)
0.053*** 0.055*** 0.055*** 0.118*** 0.057*** 0.081*** 0.079*** 0.068*** 0.12*** 0.069***
(0.014) (0.013) (0.020) (0.012) (0.008) (0.014) (0.013) (0.020) (0.014) (0.009)
0.078*** 0.076*** 0.068*** 0.112*** 0.099*** 0.014 0.012 0.061*** 0.092*** 0.052***
(0.013) (0.012) (0.016) (0.011) (0.012) (0.013) (0.013) (0.016) (0.011) (0.009)
-0.005 -0.008 -0.014 -0.014 -0.001 -0.005 -0.013 -0.007 -0.011 -0.012
(0.019) (0.019) (0.028) (0.015) (0.012) (0.020) (0.019) (0.029) (0.018) (0.014)
0.051*** 0.017 0.018 0.002 -0.029* 0.039* 0.007 -0.014 -0.041*** -0.006
(0.018) (0.018) (0.023) (0.015) (0.017) (0.021) (0.021) (0.027) (0.015) (0.014)
0.048*** 0.045*** 0.051*** 0.05*** 0.037*** 0.049*** 0.047*** 0.062*** 0.054*** 0.037*** 
(0.004) (0.004) (0.006) (0.004) (0.004) (0.005) (0.004) (0.006) (0.005) (0.004)
0.016*** 0.019*** 0.003 0.020*** 0.021*** 0.014*** 0.018*** 0.008 0.021*** 0.022*** 
(0.004) (0.004) (0.005) (0.003) (0.003) (0.005) (0.004) (0.006) (0.004) (0.003)
0.000** 0.000*** 0.000 0.000*** 0.000*** 0.000 0.000** 0.000 0.000*** 0.000***
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
0.024*** 0.019*** 0.031*** 0.017*** 0.011*** 0.025*** 0.019*** 0.030*** 0.015*** 0.009*** 
(0.004) (0.004) (0.005) (0.003) (0.002) (0.004) (0.004) (0.006) (0.003) (0.002)
0.000* 0.000 0.000 0.000*** 0.000*** 0.000* 0.000 0.000 0.000 0.000**
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)

0.238*** 0.281***
(0.025) (0.026)

1.523*** 1.347*** 1.739*** 1.661*** 2.198*** 1.659*** 1.423*** 1.537*** 1.683*** 2.341***
(0.077) (0.076) (0.102) (0.076) (0.083) (0.083) (0.082) (0.110) (0.089) (0.087)
-0.162** -0.040 -0.280*** -0.164*** -0.061 -0.167** -0.015 -0.195** -0.179*** -0.090
(0.070) (0.066) (0.081) (0.051) (0.067) (0.068) (0.064) (0.077) (0.051) (0.060)

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
2686 2650 3249 4356 2772 2547 2517 2974 3887 2437
2156 2120 2238 3271 2421 2017 1987 1963 2802 2086
530 530 1011 1085 351 530 530 1011 1085 351

表4　認知スキルとスキル利用が賃金に与える影響（ヘックマン2段階推計）結果

について考察するため，スキルの使用頻度を決
定する要因について男女別に分析したものが表
5 である．スキル利用得点を被説明変数にした
重回帰分析を行った．説明変数には，個人の属
性（認知スキル得点，教育年数，就労年数，就
業年数 2 乗，勤続年数，勤続年数 2 乗）と職場
の属性（企業規模，職種，雇用形態）を投入した．
結果をみると，男女ともに，職業や雇用形態が
スキル利用頻度に与える影響が大きいことが分
かるが，男性は，雇用形態より職業の方が，女
性は，職業より雇用形態の方がスキルの使用頻
度に与える影響が大きいことが分かる．この結
果から，スキル利用が賃金に与える影響の男女
差というのは，雇用形態が大きく関係すること
が推測される．この結果を踏まえ，日本について，
表 4 の分析の説明変数に雇用形態ダミーを追加
したところ（model2），女性ダミー×読解力利用，
女性ダミー×数的思考力利用の交差項はともに
有意でなくなった．このことから，女性の雇用

形態が，スキル利用，男女賃金格差の双方へ影
響を与えていると解釈できる 12．

5. おわりに

本研究は，日本女性の認知スキルが就業に与
える影響の男女差や，認知スキルとそのスキル
利用の頻度が賃金に与える影響に関する男女差
について，子供有無やスキルレベル，スキル利
用の頻度の差に着目しながら検証した．実証分
析の結果，次の 3 点が明らかになった．

第一に，日本では，子供のいない女性は，認
知スキルと就業率との間に正の相関がみられる
が，子供のいる女性については，認知スキルが
高くなるほど就業率が高くなる傾向はみられな
い．また，子供のいる高いスキルを有する男女
の就業率の差が大きい．第二に，両立支援制度
が整備されてきた若い世代でも，子供のいる女
性について，認知スキルが高くなるほど就業率
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0.026 0.035 0.184*** 0.154***
(0.031) (0.031) (0.032) (0.032)

0.065*** 0.064*** 0.018 0.029**
(0.015) (0.012) (0.015) (0.013)
0.001 0.012 0.008 0.021
(0.012) (0.014) (0.012) (0.015)
0.000 0.000 0.000 -0.001
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
0.005 -0.005 0.002 0.021*
(0.010) (0.011) (0.011) (0.012)
0.000 0.000 0.000 0.000
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000)
0.146 0.140* 0.475*** -0.01
(0.124) (0.080) (0.123) (0.086)

0.381*** 0.620*** -0.016 0.366***
(0.058) (0.057) (0.057) (0.061)

0.463*** 0.361** 0.279*** 0.302*
(0.055) (0.140) (0.055) (0.163)

0.673*** 0.722*** 1.106*** 0.911***
(0.221) (0.230) (0.226) (0.263)
0.21 0.23 0.13 0.14
996 1126 916 1073

表5　スキル利用を決定する要因（重回帰分析）結果（日本）

が高くなる傾向がみられない．一方で，スキル
レベルの高い子供のいない女性の就業率はスキ
ルレベルの高い子供のいない男性よりも高い．
第三に，スキル利用の頻度が賃金へ与える影響
は男女で異なり，認知スキルを多く利用してい
る男女の間の賃金格差は小さい．

本研究により，日本では子供のいる女性は，
高い認知スキルを有していても，労働市場から
排除されていることに加え，労働市場に参入し
た女性についても，正規雇用や管理・専門職で
ない場合に認知スキルが活用されていないこと
が分かった．一方で，正規雇用で雇用されるな
どにより，スキルが活用されている場合は，男
女の賃金格差が比較的小さいことも明らかに
なった．これらの分析結果を踏まえた本研究の
政策的示唆は次のとおりである．

第一に，高いスキルを有する子供のいる女性
が就業継続できる環境を整備することが重要で
ある．本研究の分析結果から，両立支援制度が
整備されてきた若い世代においても，高いスキ
ルを持つ子供のいる女性の就業率が高い傾向は
みれなかった．この結果は，男女均等政策の推
進等により，特に若い世代で，「男性並み」に
働ける子供のいない女性の活躍の場は広がって

いるが，長時間労働など男性中心の職場環境で
は，依然として，子供のいる女性が就業を継続
するのは困難であることを示唆している．EU
諸国の中では長時間労働の国とみなされてきた
英国では，既婚女性の低い就業率や出生率の問
題に対応するため，企業において柔軟な働き方
が可能となるような雇用環境を整備するべく，
ワーク・ライフ・バランス支援施策が推進され
ている（矢島 2012）．日本においても，職場レ
ベルでのワーク・ライフ・バランスの整備が重
要だと考える．

第二に，就業している女性のスキルを十分に
活用する機会を与えることが重要である．日本
では，結婚や出産を機に退職した女性の多くが，
非正規雇用として再就職するが，本研究の分析
結果から，正規雇用であることが日本女性のス
キル利用の頻度を高め，男女賃金格差を縮小し
ていることが示された．高いスキルを有する子
供のいる女性の労働参加を促すとともに，その
スキルが十分に活用される機会を増やすことが
重要である．

本稿に残された課題は，以下の 2 点である．
第一に，日本では，スキル利用が賃金に与える
影響に男女差があることが分かったが，日本と
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他国との違いがなぜ生じるのかについて分析を
深める必要がある．日本と欧米諸国とでスキル
形成のあり方が異なることが知られているが
13，今後は，こうした各国におけるスキル形成
の違いを考慮した国際比較分析が必要である．
第二に，本研究では読解力や数的思考力に着目
した分析を行ったが，職場において，問題解決
スキルや他者に影響を与えるスキルなど，認知
スキル以外のスキルの利用が評価されている可
能性もある．そうした異なる種類のスキルの利
用が賃金へ与える影響の男女差について検討す
ることも重要な課題であると考える．これらに
ついては，筆者の今後の課題としたい．

【注】
1． 図には示していないが，日本の管理職比率の男女

差も 75.2％（OECD 加盟国平均 37.7％）と，OECD
諸国の中で韓国と並んで大きい．

2． Acemoglu and Autor（2011）は，「スキル」を「労
働者に備わった様々なタスクを遂行する能力」，「タ
スク」を「生産物を生み出す作業活動の単位」と定
義している．また，労働政策研究・研修機構（2018）
では，「スキル（技能）」，「タスク（課業）」，「ジョ
ブ（職務）」の関係を，経理事務を行う労働者を例
にあげ，次のとおり説明している．ある労働者が①
数理スキル（数字に強く，数量的な処理が正確で早
い），②資金管理スキル（必要経費の算出，決算等
資金を管理する能力），③コンピュータスキル（コ
ンピュータが得意である），④段取りのスキル（仕
事の手順等を的確に計画できる）を有しているとす
ると，その「スキル」を生かせる「タスク」として，
①会計ソフトを使った集計，②伝票の起票，③請求
書・決算書類・帳簿の作成，④社員の給与計算など
があり，そうした「タスク」が含まれる「ジョブ」
として経理事務がある．

3． 北欧諸国のうち，他の国は，分析で使う変数に欠
損があったため，ノルウェーを選択した．

4． 1 日の無償労働時間の男女差について，日本は約 4
時間，韓国は約 3 時間，英国は約 2 時間，ノルウェー
は約1時間である（2015年OECDデータ）．また，「主
婦として家事をすることも，働いて収入を得るこ
とも同じように充実したものだ」という質問に肯
定的に回答した割合は，日本は約 7 割，韓国は約 8
割，英国は約 5 割，ノルウェーは約 2 割である（ISSP

国際調査 2015）．0 ～ 2 歳保育参加率は，日本，韓国，
英国は約 3 割なのに対し，ノルウェーは約 6 割で
ある（2015 年 OECD データ）．日本，韓国，英国
では，低収入の配偶者に対し税制上の優遇措置が
あるのに対し，ノルウェーではそのような優遇措
置はない．このように，4 か国で，性別役割分業の
度合い，両立支援制度，税制・社会保障制度等が
異なる．

5． 濱口（2011）は，欧米先進諸国におけるジョブ型
雇用システムでは，企業の中の労働をその種類ご
と職務（ジョブ）として切り出し，その各職務に
対応する形で労働者を採用し，その定められた職
務に従事させるため，賃金は職務ごとに決まると
指摘している．一方で，日本のようなメンバーシッ
プ型雇用システムでは，企業の中の労働を職務ご
とに切り出さずに労働者を一括して採用し，どの
職務に従事するかは雇用契約で決まっていないた
め，賃金は職務と切り離し，勤続年数や年齢に基
づいて決まると議論している．また，メンバーシッ
プ型雇用システムが適用されるのは正社員のみで
あり，非正規社員は，具体的な（多くの場合単純
労働的な）職務に基づいて雇用契約が結ばれるこ
とも指摘している．

6． 日本については，16 ～ 65 歳の男女 11000 人を住民
基本台帳から層化二段抽出法によって無作為に選
定し，5278 人より回答を得ている．

7． 賃金に関する分析については，就業関数のサンプ
ルサイズより小さくなっている．具体的には，読
解力を用いた分析のサンプルサイズは，日本 2686，
韓国 3249，英国 4356，ノルウェー 2772，数的思考
力を用いた分析のサンプルサイズは，日本 2547，
韓国 2974，英国 3887，ノルウェー 2437 である．

8． 数的思考力と読解力の点数について，OECD では
それぞれ 10 個の plausible value（PV）を作成して
いるが，本研究では，多喜・有田（2016）と同様，
PV1 を使用している．

9． 配偶者の所得のデータがなかったので，配偶者の
就業状況（フルタイム雇用ダミー）を代理変数と
して使用した．

10． 数的思考力についての図は省略しているが，読解
力と同様の傾向がみられた．

11． 本研究では，データの性質も踏まえ，25～34歳（1978
～ 1988 年生まれ）の若い世代を男女均等政策や両
立支援制度の影響を受けた世代として分析を行っ
たが，子供の有無と就業との関連を厳密にみるに
は，育児・介護休業法の改正年を踏まえ，出産時
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期を考慮した分析をする必要がある．例えば，小
松（2019）は，有期労働者への対象の拡大等が盛
り込まれた 2004 年改正，育児のための短時間勤務
制度導入の義務化等が盛り込まれた 2009 年改正後
に出産している正規雇用女性について，2004 年以
前に出産している女性と比較して出産時に初職を
継続しやすいことを示している．こうした出産時
期を考慮したより精緻な分析については，今後の
課題としたい．

12． 同様に説明変数に管理・専門職ダミーを追加した
が，女性ダミー×読解力利用，女性ダミー×数的
思考力利用の交差項は有意のままであった．

13． Estevez-Abe et al.（2001）は，各国で重視される
労働者の技能を「企業特殊的スキル」「産業特殊的
スキル」「一般スキル」の三つに類型し，日本のよ
うな企業特殊的なスキル形成を特徴とする国では，
社会の男女差が大きいことを指摘している．
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Female Skill Utilization and the Gender Wage Gap in Japan: A Comparative Analysis of Japan, 
Korea, the UK and Norway based on PIAAC

Kyoko Komatsu

Summary

This paper compares the gender gap in employment and wages in Japan with Korea, the 
United Kingdom and Norway, by focusing on cognitive skills such as literacy and numeracy 
skills. Using micro data from the Programme for the International Assessment of Adult 
Competitions （PIAAC） conducted by the OECD in 2011-2012, it presents the following results.

First, in Japan, among women without children, the higher their literacy and numeracy skills, 
the more they are likely to participate in the labor market. On the other hand, among women 
with children, employment rates do not increase as their cognitive skill levels increase like in 
Western countries. Second, even among the younger generation, many competent women with 
children still do not participate in the labor market, despite the recent expansion of childcare 
support systems. However, women without children who score high have a higher labor market 
participation rate than men without children who score high. Third, the use of cognitive skills in 
the workplace and its effects on wages are different between men and women. In particular, 
wage gaps are smaller among women with high use of cognitive skills than those with low use of 
cognitive skills in their jobs.

Finally, the paper suggests that, in order to narrow the gender gap in employment and wages 
in Japan, it is important to enhance employment opportunities for women with children who 
have high ability as well as to fully utilize women's skills in the workplace.




